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１ 業種区分 

  業種区分は、次のとおりとする。 

 ⑴ 物品の販売 

 ⑵ 物品の賃貸 

 ⑶ 物品の買受け 

 ⑷ 印刷の請負 

 ⑸ 電子計算に関する業務 

 ⑹ 催物、映画及び広告の企画・製作並びにその他業務 

 ⑺ 建築物の管理に関する業務 

２ 競争入札に参加することができない者 

 ⑴ 次のいずれかに該当する者は、特別の理由がある場合を除くほか、競争入札 

  に参加することができない。 

  ア 地方自治法施行令第167条の４第１項（同令第167条の11第１項において準 

   用する場合を含む。）の規定に該当する者 

  イ 11⑷又は⑸に該当することにより資格を取り消され、当該取消しの日から 

   ３年を経過しない者 

 ⑵ 次のいずれかに該当する者は、知事が別に定める期間、競争入札に参加する 

  ことができない。その者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人とし 

  て使用する者についても、同様とする。 

  ア 地方自治法施行令第167条の４第２項（同令第167条の11第１項において準 

   用する場合を含む。）の規定に該当する者 

  イ その他契約の相手方として不適当と認められる者 

３ 競争入札に参加する者に必要な資格 

 ⑴ 競争入札に参加する者に必要な資格（以下「資格」という。）は、履行能力 

  に基づき、契約の種類及び執行予定額に応じてＡ、Ｂ及びＣの３等級に区分し 

  て定める。 

 ⑵ 個々の履行能力の審査（以下「資格審査」という。）は、次に掲げる事項に 

  ついて行う。 

  ア 売上額 

  イ 経営規模 

   (ｱ) 自己資本の額 

   (ｲ) 機械装置の額（印刷の請負契約に係る資格審査に限り適用する。） 

   (ｳ) 従業員の数 

  ウ 経営状況 



   (ｱ) 流動比率 

   (ｲ) 経営資本回転率 

  エ 従業員１人当たりの売上額（建築物の管理に関する業務の委託契約に係る 

   資格審査については除く。） 

  オ 営業期間 

  カ ＩＳО９００１の認証取得状況（物品の買入れ、借入れ及び売払いに関す 

   る契約に係る資格審査については除く。） 

  キ 障害者雇用状況 

  ク 環境配慮状況 

 ⑶ 次のいずれかに該当する者は、特別の理由がある場合を除き、資格を有しな 

  いものとする。 

  ア 登録、免許又は許可等を営業の要件とする営業品目について、当該登録、 

   免許又は許可等を受けていない者 

  イ 申請日前２年間において、振り出した手形又は小切手が不渡りとなり、銀 

   行当座取引を停止されている者 

  ウ 資格審査の申請日時点において次に掲げる税を滞納している者 

   (ｱ) 埼玉県の法人県民税 

   (ｲ) 埼玉県の法人事業税 

   (ｳ) 埼玉県の個人県民税 

   (ｴ) 埼玉県の個人事業税 

   (ｵ) 消費税 

   (ｶ) 地方消費税 

４ 資格審査の申請方法 

 ⑴ 資格審査を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、電子情報処理 

  組織（知事の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ。）と申請 

  者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をい 

  う。以下同じ。）を使用した物品等競争入札参加資格登録申請（以下「電子申 

  請」という。）を知事に対して行わなければならない。 

 ⑵ 申請者は、電子申請後、直ちに次に掲げる書類（以下「提出書類」という。） 

  を知事に提出しなければならない。 

   なお、提出書類到達後に資格審査を開始する。 

  ア 申請者が法人である場合は、登記事項証明書の写し 

  イ 申請者が個人である場合は、身分証明書の写し（市区町村長が発行したも 

   のに限る。） 



  ウ 申請者が法人である場合は、決算報告書（申請日の直前１年間の事業年度 

   の決算に関するもの。ただし、申請日時点で、法人設立後１年に満たないも 

   のにあっては、提出可能な決算に関するもの） 

  エ 申請者が個人である場合は、所得税確定申告書等の写し（申請日の直前１ 

   年間の申告に係るもの） 

  オ 県民税及び事業税の納税証明書の写し（法人県民税及び事業税については、 

   埼玉県内の事業所に係るもの。個人県民税及び事業税については、埼玉県内 

   の住所地に係るもの） 

  カ 消費税及び地方消費税の納税証明書の写し 

  キ その他知事が必要と認める書類 

５ 電子申請等に用いる言語等 

 ⑴ 電子申請は、日本語で行わなければならない。電子申請に使用できる漢字は、 

  ＪＩＳ第１水準及び第２水準とする。申請内容においてこれ以外の漢字を使用 

  している場合は、申請可能な他の漢字又は平仮名に置き換えるものとする。 

   なお、提出書類で外国語で記載してあるものは、日本語の訳文を付記し、又 

  は添付しなければならない。 

 ⑵ 電子申請の金額表示は、日本国通貨でしなければならない。 

   なお、提出書類で外国貨幣で表示してあるものは、日本国通貨に換算したも 

  のを付記し、又は添付しなければならない。 

   また、日本国通貨への換算に当たっては、出納官吏事務規程（昭和22年大蔵 

  省令第95号）第16条に規定する外国貨幣換算率の例によるものとする。 

６ 資格審査の申請受付期間 

 ⑴ 定期受付 

   令和４年10月６日から同年11月30日まで 

 ⑵ 随時受付 

   令和５年４月10日から令和７年２月５日まで 

７ 資料等の請求 

  知事は、資格審査に関し必要があると認めるときは、資料の提出若しくは提示 

 又は説明を求めることができる。 

８ 申請者への通知 

  知事は、資格審査の結果を当該申請者に電子情報処理組織を使用して通知する 

 ものとする。 

９ 資格の有効期間 

 ⑴ 定期受付による資格 



   定期受付による資格の有効期間は、令和５年４月１日から令和７年３月31日 

  までとする。 

 ⑵ 随時受付による資格 

   随時受付による資格の有効期間は、資格者として物品等競争入札参加資格者 

  名簿に登録された日（以下「資格登録日」という。）から令和７年３月31日ま 

  でとする。 

   なお、資格登録日から有効になるため、希望する調達案件の入札に間に合わ 

  ないことがある。 

10 変更等の届出 

  電子申請後に、次に掲げる事項に変更があった場合、営業を休止し、若しくは 

 廃止した場合又は営業の停止命令を受けた場合は、速やかにその旨を電子情報処 

 理組織等を使用して知事に届け出なければならない。 

 ⑴ 商号又は名称 

 ⑵ 代表者又は代理人 

 ⑶ 所在地（代理人の所在地を含む。） 

 ⑷ 資本金 

 ⑸ 登録、免許又は許可等に関する事項 

11 資格の取消し 

  知事は、競争入札参加資格者が、次のいずれかに該当するときは、その資格を 

 取り消すことができる。 

 ⑴ ２⑴ア又は⑵のいずれかに該当する者となったとき。 

 ⑵ 営業に関し必要な登録、免許又は許可等の取消しを受けたとき。 

 ⑶ 電子申請又は提出書類等に故意に虚偽の事項の記録又は記載をしたとき。 

 ⑷ 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号）第 

  ３条又は第８条第１号の規定に違反して公正取引委員会から排除措置命令、課 

  徴金納付命令又は告発を受けた場合で、極めて悪質であると知事が認めたとき。 

 ⑸ 刑法（明治40年法律第45号）第96条の６第２項に規定する罪に係る被疑者と 

  して逮捕され、又は逮捕を経ずに起訴された場合で、極めて悪質であると知事 

  が認めたとき。 

12 資格の更新手続 

  資格の更新手続については、令和６年度中に別に告示する。 

13 その他 

  この告示に定めるもののほか、競争入札に参加する者に必要な資格等に関し必 

 要な事項は、知事が別に定める。 


